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from Beautiful Landscape” on Judicial Precedents: 
Landscape as Interests Protected by Private Law
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要　旨
　本稿は、景観利益に関する判例を整理し、検討するものである。判例が私法上の保護法益とし
て「景観利益」という概念を認め、かつ、これを定義したのは、平成18年の最高裁判所の判決
によってである。筆者は、すでに３つの別稿において、わが国の裁判例における「景観利益」概
念の萌芽、同概念の形成期、そして同概念の確立について考察した。これに加えて、さらに１つ
の別稿において、筆者は、最高裁判所平成18年判決直後の裁判例の展開についても研究した。
本稿は、その４つの別稿に引き続き、近年の景観判例の動向について10件の裁判例を整理して、
検討をするものである。
Summary
　　This paper aims to marshal and examine the judicial precedents for the right beneﬁ ted from 
beautiful landscapes. The concept of the “Right to Benefit from Beautiful Landscape” was 
admitted and deﬁ ned by the Supreme Court’s decision in 2006. The author has already discussed 
in previous three papers each of the beginning and the formative periods and the establishment 
of the concept found in the judicial precedents in Japan. In addition, the author studied in 
another paper the development of the concept right after the decision made by the Supreme 
Court in 2006. The author follows the previous papers and continuously analyzes and marshals 
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ten judicial precedents of recent years.
Ⅰ　はじめに
　近年において、わが国では、いわゆる「まちづくり」の議論が活発化するにともなって、美し
い「景観」を保護しようとする動きが各方面で見受けられる。
　行政法規の立法においても、平成16年には、「景観法」を基幹として、いわゆる「景観緑三法」
が立法され、各自治体における景観保護法規も実効性を帯びるようになったといえる。しかし、
地域住民が豊かな景観の恵沢を享受するという、地域住民個々人の景観についての保護法益が司
法の場において認められるようになったのは、最高裁判所平成18年３月30日判決（民集60巻３
号28頁）によってである。いうまでもなく、自治体の景観保護の条例を成立させることは、各
自治体の議会における立法においてのみ可能である。しかしながら、「景観利益」というものは、
必ずしも自治体の行政区画という境界線の中の民意でのみ保護されうるものではない。「景観利
益」を地域住民個々人の保護法益ないしは権利として保護することによってはじめて十分な保護
が与えられるものと言っても過言ではない。
　最高裁平成18年判決は、私法上の保護法益としての「景観利益」概念と認め、これを定義して、
その「侵害」に該当すると判断するための要件を設定した。筆者はすでに、この最高裁平成18
年判決が出されるまでの裁判例について、その「萌芽」（地域政策研究16巻２号41頁）、「形成期」
（地域政策研究16巻３号45頁）、「確立」（地域政策研究16巻４号33頁）の３つの別稿において考
察し、さらに、同判決後の「展開」（地域政策研究17巻１号49頁）について１つの別稿において
整理した。最高裁判決はかなりの衝撃を司法上与えたと評価できるものの、同判決を含めた、同
判決直後の10判決においては、「景観を保護する」という意味における原告勝訴の判決は登場し
ていない。
　本稿では、さらに、その後の裁判例の展開状況を整理し、最高裁平成18年判決の状況を含め
た裁判上の景観保護の近況について検討を加えるものである。
Ⅱ　裁判例の検討方法
　本稿では、10件の裁判例を検討するが、これは、前掲「展開」論文において検討した裁判例
のさらに後の裁判例を採りあげるものである。すなわち、後掲名古屋地判平成21年３月６日判
決から後掲東京地判平成23年２月16日の10件の裁判例である。
　本稿では、多くの行政事件訴訟をも採りあげる。行政事件訴訟であっても、その大部分は、最
高裁平成18年判決の影響を受けており、右判決の引用・当てはめがなされている。また、その
ような点も含めて、裁判の当事者が「景観利益」に関してどのような主張・立証をして、裁判所
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がそれについてどのような判断を下しているかといったことを中心に判例整理を行う。さらに、
最高裁平成18年判決の各事案に対する影響についても筆者は着目している。紙幅の関係上、そ
の他の多くの争点に関しては端的に結論のみを記述するにとどめたい。
Ⅲ　具体的裁判例の
１　名古屋地判平成21年２月26日（判タ1340号121頁）
［事実概要］
　被告愛知県知事（Ｙ）は、都市計画法63条１項に基づく都市計画事業の施行者である本件参
加者名古屋市（Ａ）の道路事業の変更について、平成４年決定し、その後３回にわたり変更を重
ねたものにつき、認可した。本件道路事業は、名古屋市千種区内を事業地とするものであるとこ
ろ、同事業地に属する地域に居住する住民らである原告（Ｘら）は、本件変更認可は違法なもの
であるとして、認可の取消を求めて提訴した。Ｘらは、原告適格の争点において、「景観権（景
観利益）について見ると、四観音道地区全体が歴史的建造物の多い客観的価値を有する良好な景
観を形成しており、原告らは、四観音道地区に居住し、この良好な景観の維持、発展に努力して
きたものであるから、原告ら全員について、景観権（景観利益）が害されることを根拠として原
告適格を認めるべきである」と主張した。
［判決要旨］
◇ 争点となった原告適格については、都市計画事業の認可に関する都市計画法の規定の趣旨およ
び目的を判断し、「大気汚染、振動、騒音等によって健康又は生活環境に係る著しい被害を直
接的に受けるおそれのある個々の住民に対して、そのような被害を受けないという利益を個々
人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含むと解するのが相当である」とし、「原
告らは、本件変更認可によって、大気汚染、騒音、振動等による健康又は生活環境に係る著し
い被害を直接的に受けるおそれのある者に該当するというべきである」として、原告らに原告
適格を認定した。
◇ 同じく争点となった「本件変更認可の前提となる平成４年決定の適法性」に関して、「実体的
適法性」という項目において、原告らの主張した景観権（景観利益）について、以下のように
判示した。「原告らは、景観権（景観利益）の侵害、眺望の阻害・圧迫感の被害を理由に平成
４年決定が違法であると主張するが、景観権（景観利益）の侵害、眺望の阻害・圧迫感の被害
は、環境基本法２条の公害の定義に含まれておらず、平成４年決定の根拠法令である都市計画
法及びその関連法令が、これらの被害を受けない利益について、不特定多数者の具体的利益を
専ら一般的公益の中に吸収解消させるにとどめず、それが帰属する個々人の個別的利益として
もこれを保護すべきものとする趣旨を含むものと解することはできないから、原告らの景観権
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（景観利益）の侵害、眺望の阻害・圧迫感の被害に係る主張は、平成４年決定の違法性に結び
つくものとはいえない（また、景観権（景観利益）の侵害、眺望の阻害・圧迫感の被害に係る
主張は、本件変更認可自体の違法に結びつくものともいえない。）」として本件事業が違法な景
観利益侵害には当たらないと判断した。
◇ 景観利益そのものに関しても、以下のように判示してその成立を否定した。「都市の景観につ
いての景観利益が法律上保護に値するものとされるのは、その景観が良好な風景として人々の
歴史的又は文化的環境を形作り、豊かな生活環境を構成していることが必要であるところ（国
立市最高裁判決）、本件区間の周辺地域は、〈１〉名古屋市都市景観条例に定める都市景観整備
地区にも、都市計画法に定める風致地区や特別用途地区にも、また、特に町並みを保存する地
域（名古屋市町並み保存要綱）にも指定されていないこと、〈２〉原告らを含む地域住民が本
件建築協定を締結したのは本件変更認可の後・・・であること、〈３〉本件高架部の周辺（本
件区間のうち市道田代第257号線より西側）は、高度地区の指定のない第２種住居地域（高度
地区の指定なし）又は第１種・第２種中高層住居専用地域（20ｍ高度地区）に指定されており、
本件高架部（最大高さ約７．７ｍ）より高い建物を建築することが可能な地域であることなど
からすれば、原告らの主張をしんしゃくしたとしても、本件区間の周辺地域の景観について、
法律上保護に値する景観利益の存在を認めることはできない」。
◇ 結論として、本件変更認可の前提となる平成４年決定と本件変更認可自体には違法性はないと
して、原告らの主張を棄却した。
［コメント］
◇ 原告らの景観利益の主張と、その侵害の主張について、いずれも詳細な記述が見当たらないの
は残念である。
◇ 本件は行政訴訟であるものの、原告適格の要件である「法律上の利益」の判断などにおいて、
最高裁平成18年判決が引用されている。
２　大阪高判平成21年３月６日（裁判所ウェブサイト掲載判例）
［事実概要］
　本件は、大阪地判平成20年８月７日（判タ1303号128頁、判例地方自治320号71頁）の控訴
審判決である。本件の事実概要に関しては、筆者による別稿「判例における『景観利益』概念の
展開」（地域政策研究17巻１号60頁）に掲載した７判決を参照されたい。
　以下に、ごく簡潔に事案の事実関係を記述する。
◇ 株式会社Ａが大阪府豊中市の土地を購入し、分譲マンション開発を計画して、豊中市長（Ｙ・
被控訴人）に開発行為事前相談書を提出するなどしたことから、豊中市に居住する住民（Ｘ・
控訴人）らが、平成19年５月７日に開発許可の差止めなどを求めて大阪地裁に提訴した。こ
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の判決において、原告は訴えを却下されたため、平成20年５月12日に大阪高等裁判所に控訴
したのが本件である。この後、本件係争中の平成20年８月27日に開発許可の処分がなされた。
◇ 本件で、Ｘらは、次のように訴えて、原告適格が存することを主張した。「控訴人らは、本件
開発許可の対象地である里山に対し、その周辺住民として、「緑豊かなβをつくる」という自
然環境享有利益（自然享有権）・景観利益及びまちづくりの利益を有しており、これらの利益
は一般的公益ではなく個人的利益であること、以上などからすると、控訴人らには、本件開発
許可について「法律上の利益」が認められるべきである」とするものである。
［判決要旨］
　本件訴訟係属後の平成20年８月27日に開発許可処分がなされており、行政庁の一定の処分を
対象とする差止めの訴えを係属中に当該処分が行われたときは、訴えの利益が消滅するなどとし
て、本件控訴を棄却した。
［コメント］
　景観利益に関して、格別な主張は展開されておらず、また、判決の内容も景観利益に言及して
いないので、本稿の趣旨からは検討の素材としてはわずかの意義を有するのみである。
３　広島地判平成21年10月１日（判時2060号３頁、判例地方自治323号17頁）
［事実概要］
　広島県福山市の「鞆の浦」は、古くから港町として栄え、歴史的な港湾施設や建造物が残る景
勝地として知られているところ、町中心部の道路事情や港湾の問題などから、広島県（Ｙ１）お
よび福山市（Ｙ２）により、鞆地区道路港湾整備事業による開発計画の策定が行われてきた。広
島県および福山市は、本件事業のため、広島県知事に対し、福山市鞆町南部に面する瀬戸内海の
湾内の公有水面約１万9000平方メートルの埋立免許付与申請をしたことにつき、近隣住民など
であるＸら159名が、埋立は鞆の浦の景観を損なうものであるなどと主張して、Ｙ１に対し、行
政事件訴訟法37条の４に基づき、埋立免許をすることの差止めを求めた。Ｙ２は本件訴訟にＹ
１のために補助参加した。
　本件では、①Ｘらには、行政事件訴訟法37条の４第３項規定の「法律上の利益」があるか、
②同法同条第１項の規定の「重大な損害を生ずるおそれ」が認められるか、③本件埋立免許をす
ることが、法令違反または裁量権の範囲を超えもしくはその濫用になると認められるか（同条５
項）などが争点となった。
［判決要旨］
◇ 本判決では、上記①の争点に関して、最高裁平成18年判決を引用して、Ｘらに私法上の「景
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観利益」が存在することを以下のように認定した。「鞆港からは、瀬戸内海の穏やかな海とそ
れに浮かぶ島々を眺望でき、これと港自体の風景、すなわち、弓状になった海岸線、海に突き
出た波止、岸壁に設置された雁木、港中央に佇立する常夜灯、高台にある船番所跡と、上記関
連事実として認定した古い町並みや歴史的な出来事にゆかりのある建造物等とが相俟って、全
体として美しい風景を形成している。加えて、上記の港湾施設として各遺構や古い町並み及び
建造物等は、鞆が、長年にわたり港町として栄え、歴史的出来事や幾多の人々の経済的、政治
的、文化的営みの舞台となってきたことを物語るものであることからすれば、上記風景は、美
しい景観としての価値にとどまらず、全体として、歴史的、文化的価値をも有するものといえ
る。そして、この鞆の景観がこれに近接する地域に住む人々の豊かな生活環境を構成している
ことは明らかであるから、このような客観的価値を有する良好な鞆の景観に近接する地域内に
居住し、その恵沢を日常的に享受している者の景観利益は、私法上の法律関係において、法律
上保護に値するものというべきである」とした。
◇ さらに、進めて、この鞆の浦近隣住民の私法上の景観利益が、行政法上の法律上の利益に当た
るかについて判断し、以下のように判示して、これを認めた。「公水法及びその関連法規は、
法的保護に値する。鞆の景観を享受する利益をも個別的利益として保護する趣旨を含むものと
解するのが相当である。したがって、原告らのうち上記景観利益を有すると認められる者は、
本件埋立免許の差止めを求めるについて、行訴法所定の法律上の利益を有する者であるといえ
る」としたのである。
◇ 争点の②の「重大な損害を生ずるおそれ」については、「行訴法三七条の四第一項の「重大な
損害を生ずるおそれ」の有無は、損害の回復の困難の程度を考慮し、損害の性質及び程度並び
に処分又は裁決の内容及び性質も勘案して決すべきである」としたうえで、景観利益につき、
以下のように判示した。「景観利益は、生命・身体等といった権利とはその性質を異にするも
のの、日々の生活に密接に関連した利益といえること、景観利益は、一度損なわれたならば、
金銭賠償によって回復することは困難な性質のものであることなどを総合考慮すれば、景観利
益については、本件埋立免許がされることにより重大な損害を生ずるおそれがあると認めるの
が相当である」として、ここにおいても、本件差止めのための要件の成立を認めている。
◇ 争点③については、鞆の景観の価値は、私法上保護されるべき利益であるだけでなく、いわば
国民の財産ともいうべき公益であり、「本件事業が鞆の景観に及ぼす影響は、決して軽視でき
ない重大なものであり、・・・これについての政策判断は慎重になされるべきであり、その拠
り所とした調査及び検討が不十分なものであったり、その判断内容が不合理なものである場合
には、本件埋立免許は、合理性を欠くものとして、行訴法三七条の四第五項にいう裁量権の範
囲を超えた場合に当たるというべきである」とし、本件埋立免許をおこなうことが裁量権の範
囲を超えるものであると認定した。
◇ 本判決の主文において、広島県知事は、被告に対して公有水面の埋立てを免許する処分及び補
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助参加人に対し公有水面の埋立てを免許する処分を、いずれもしてはならない、とした。
［コメント］
◇ 行政訴訟ではあるものの、最高裁平成18年判決の趣旨を十分に汲んだ判決であり、「景観保護」
という観点からは、最高裁判決が実質的に機能した、すなわち、景観を守ろうとする原告が実
質的に勝訴した初めての判決であると評することができるものと思われる。
◇ 行政訴訟であるので、原告が主張・立証しなくてはならない要件が民事訴訟とは異なっている。
したがって、単純な指摘は回避すべきであるが、この判決で対象となっている「景観利益」は
最高裁平成18年判決で対象となったいわゆる「都市景観」というものとは異なっている。そ
のような点にも留意する必要があると思われる。
４　東京高判平成21年11月26日（裁判所ウェブサイト掲載判例）
［事実概要］
◇ 被控訴人は都市計画法21条１項に基づき、横浜国際港都建設計画α地区について地区計画を
変更する旨を決定したところ、本件地区の周辺のマンションの区分所有者および住民である控
訴人らが、本件変更決定は、周辺住民への周知が不十分であり、周辺住民に公述の機会を与え
ることなくなされたもので、手続き上瑕疵があり違法であるなどと主張して、本件変更決定の
一部の取消しを求めた事案である。
◇ 争点となったとなったのは、本件変更決定に処分性があるか否かという点、および、原告適格
の要件たる「法律上の利益」が認められるか否かである。後者の争点につき、控訴人らは以下
のように主張した。すなわち、「眺望の利益が法的保護に値する権利であることは、最高裁判
所平成18年３月30日判決等、裁判例において繰り返し確認されてきたことであ」る。「控訴人
らは、富士山を眺める高層マンションを建設し、住民を誘致しようという被控訴人の都市計画
に従い、富士山を一望できるという優れた眺望をうたい文句にした高層マンションを購入し、
現在の住居に入居したものである。にもかかわらず、入居した直後に本件変更決定により、ま
さに控訴人らの住民から富士山を望む方角に高層建築物が建築できるよう都市計画が変更され
てしまい。控訴人らの住居が有する最大の価値であった眺望の利益はほとんどまったく害され
ることになった」とするものである。
◇ 原審は控訴人らの訴えを却下したので、控訴人らがこれを不服として控訴したというものであ
る。
［判決要旨］
◇本件変更決定の処分性については、これが有るものとして判断した。
◇ 原告適格に関する争点における「法律上の利益」に関しては、「控訴人らが享受しているこの
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マンションからの富士山の眺望は、・・・都市計画法が予定する保護法益の中に、このような
眺望の利益が含まれるものと見るのは困難である」として、控訴人らが訴える眺望利益は都市
計画法に基づいて法律上保護された利益であるとすることは困難であるとして、原告適格を否
定した。さらに、以下の点を加えて判示している。すなわち、「本件において控訴人らが主張
する富士山眺望の利益は、本件各マンションの区分所有者又は居住者である控訴人らとその眺
望を遮る結果を生む可能性のある建築物の建築主間の個別の問題であるといわざるをえない」
というものである。
◇結論として、原告の訴えを却下した原審を支持して、本件控訴を棄却した。
［コメント］
◇ 本件は、いわゆる「景観利益」に関する事例と見ることは難しいように思われる。しかし、控
訴人が、眺望利益が認められたとする判例として最高裁平成18年判決を掲げているので、「景
観利益」の保護という趣旨を含んだ訴えである可能性があるものとして採りあげた。
◇ 本件は、眺望利益に関する事案であるが、景観利益に関する訴訟においても類似する傾向があ
るように思われる。それは、すなわち、本判決の判決文にもあるように、本来は、私人間の利
益の考量にかかわる問題であるにもかかわらず、行政訴訟という形を活用して、原告の訴える
利益を確保しようとするものである。例えば、Ａの景観利益につき、Ｂの建物建築によりこれ
が侵害される恐れがあるという場合に、Ｃ市自治体に建築許可を出さないように行政訴訟を提
起するというパターンである。このような形態の行政訴訟はどのように考えるべきものか、今
後の検討課題とするべきものである。
５　大阪地判平成22年２月17日（判例地方自治334号74頁）
［事実概要］
◇ 建築会社Ｚ１は、大阪市内の土地上に建物を建築することを計画し、大阪市（Ｙ２）の市長か
ら同計画につき、本件土地を開発区域とする開発許可を受けた。その後、建物確認検査会社（Ｙ
２）から本件建物の建設につき建築確認を受けた。本件土地に隣接する土地を所有し居住して
いるＸらは本件開発許可および本件建築確認はいずれも違法であると主張してＹ１およびＹ２
に対して取消しないしは無効確認を求めて提訴した。また、これと併せて、大阪市風致地区内
における建築等の規制に関する条例（以下「本件風致条例」という。）10条１項に基づく是正
命令を発することの義務付けを請求した。
◇ 本件提訴の後、Ｚ１は大阪市長に対して、本件開発行為に関する工事を廃止した旨、届け出を
し、Ｙ１に対して本件建築確認に係る工事を取り止めるとする「工事取止め届」を提出し、受
理されたため、本件の最大の争点は、Ｘらに「法律上の利益」が存在するかという点となった。
ただし、本稿では、この点には触れず、Ｘらが主張した、本件風致条例に基づく是正命令の義
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務付けの点に焦点を当てて整理する。
◇ 本件風致条例に基づく是正命令の義務付けの主張において、Ｘらは、その原告適格を満たすも
のとして、以下のように主張した。「本件土地周辺は、聖天山風致地区に指定されており、本
件建物建設予定地の前面道路は『やしろ坂』と呼ばれる坂道であり、特に良好な都市景観が維
持されている場所として大阪市景観計画のパンフレットの表紙にも掲載されている。そして、
本件風致条例による風致地区の指定が住宅地においてされているのは、本件の北畠地区だけと
いうように極めて限定されているが、これは、当該北畠地区の住民の長年にわたる景観保護の
成果であり、他面では地区住民が長年にわたり土地利用の制限を受け入れてきた結果でもある。
したがって、本件のような住宅地における風致地区の指定は、単に公益目的にとどまらず、土
地利用の制限を受けている当該風致地区の個々の住民の景観利益をも保護していると解すべき
である。しかるに、訴訟参加人の違法・不当な樹木の伐採行為により、聖天山風致地区の景観
は著しく侵害され、原告らの景観利益も侵害されている」というものである。
［判決要旨］
◇ 本判決においては、Ｘら原告の本件風致条例10条１項に基づく是正命令の義務付けの主張に
関して、その主張の原告適格の要件である「法律上の利益」の有無の判断の箇所で以下のよう
に述べている。「景観利益は、一定の地域的範囲において認められるもので、一定の広がりをもっ
た生活環境に係る利益であって、周辺住民等の個別の生命、身体の安全や健康、財産的利益に
直接結びつくものではなく、しかも、その内容は、景観の性質、態様等によって異なり得るも
のであり、私法上の権利としての明確な実体も存しないものである。このような景観利益の内
容及び性質に照らせば、当該利益は、正に公益一般に位置付けた上で保護するにふさわしいも
のであるということができ、これを、個々の行政法規において、一般的公益の中に吸収解消さ
せることなく個々人の個別的利益として保護する場合があり得るとしても、そのためには、そ
の趣旨を処分の根拠法規から明確に読み取ることができることを要するというべきである」と
している。その上で、都市計画法などを関係条文をそれぞれ検討し、「以上によれば、原告らは、
本件条例10条１項に規定する是正命令がされないことにより、自己の権利または法律上保護
された利益を侵害され、又は必然的に侵害されるおそれのある者であるということはできない」
として、法律上の利益の成立を否定した。
◇その他のＸらの請求もすべて退けて、結論として、Ｘらの請求を却下した。
［コメント］
◇ 行政訴訟上で大きな争点があった事案として一般に紹介される事案であり、私法上の法益とし
ての景観利益が前面に主張・反駁されている事案とは言えない。
◇ 本件は、行政事件訴訟の原告適格として一般に大きな争点となる「法律上の利益」要件につい
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て、「景観利益」が原告から主張されていたので、当該裁判所がどのような判決を下したかと
いう点に注目して採りあげたものである。
６　大阪高判平成22年７月30日（裁判所ウェブサイト掲載判例）
［事実概要］
◇ 本件は、前掲５判決の控訴審であるので、事実関係については、前掲５判例の［事実関係］を
参照されたい。本件控訴人らは原審の判決を不服として控訴した。
◇ 本件においても、原審と同様のところが争点となっているが、特に、前期５判決で取り上げた、
本件風致条例に関する義務付け訴訟の原告適格に関して、控訴人は以下のように補助的に主張
している。すなわち、「最高裁判所平成18年３月30日第一小法廷判決・民集60巻３号948頁は、
良好な景観に近接する地域内に居住する者が有するその景観の恵沢を享受する利益（以下「景
観利益」という。）を、私法上の法律関係において、法律上保護に値するものとしているから、
控訴人らは、本件風致条例10条１項に規定する是正命令がなされないことにより、自己の権
利又は法律上保護された利益を侵害され、又は必然的に侵害されるおそれのある者に当たり、
風致条例に関する義務付け訴訟の原告適格が認められるべきである」とした。
［判決要旨］
◇ 本件風致条例に関する上記争点に関して、本判決では、以下のように判示して控訴人の主張を
退けた。すなわち、「原判決も説示するとおり、控訴人らの義務付けの訴えは、行訴法３条６
項１号に規定するいわゆる非申請型義務付けの訴えであると解されるところ、これについて原
告適格を認められる「法律上の利益を有する者」とは、当該一定の処分がされないことにより、
自己の権利又は法律上保護された利益を侵害され、又は必然的に侵害されるおそれのある者を
いい、当該処分を定めた行政法規が、不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益の中に吸収
解消させるにとどめず、それが帰属する個々人の個別的利益としてもこれを保護すべきものと
する趣旨を含むと解されるか否かによって決せられるものというべきである。そして、本件に
おいては、原判決が説示するとおり、都市計画法、風致地区内における建築等の規制に係る条
例の制定に関する基準を定める政令（昭和44年政令第317号）及び本件風致条例の規定内容
から、景観利益を個々の周辺住民の個別的利益として保護する趣旨を読み取ることはできない
から、景観利益が、私法上の法律関係において、法律上保護に値するものとされるからといっ
て、風致条例に関する義務付け訴訟の原告適格を認めることができず、控訴人らの上記主張は
採用できない」とするものである。
◇ その他の控訴人のいずれの主張も不適法であるとして、請求を却下した原審の判決を支持して
本件控訴を棄却した。
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［コメント］
◇ 私法上の利益として認定された景観利益が行政訴訟法上の「法律上の利益」とはイコールでは
ないことを改めて示した判決と言える。
７　東京地判平成22年９月１日（判時2107号22頁、判例地方自治337号46頁）
［事実概要］
◇ 首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の建設事業について、国道交通大臣は土地収用法20条に
定める事業認定をしたが、本件事業の起業者が土地を収用することに関して、本件土地の所有
者、起業地に賃借権を有する者、自然環境保護団体などの原告ら（Ｘら）は、本件事業により、
高尾山の歴史的な自然環境や生態系、水脈、景観などを破壊するとともに、重大な大気汚染、
騒音、振動、低周波空気振動が発生して周辺住民の健康に重大な影響をもたらし、その生活環
境を破壊するなどと主張して、事業認定の取消しを求め、また、東京都収用委員会がした権利
取得裁決および明渡裁決の取消しを求めて、それぞれ訴訟を提起したものである。本件事業認
定の対象となった事業は、圏央道八王子南インターチェンジから八王子ジャンクションまでの
区間、八王子ジャンクション、八王子南バイパスの一部区間である。
◇ 本判決では、事実認定において、東京都知事が実施した「環境影響評価１」および「同２」の
評価がほぼそのまま採用されている。原告らは、「景観」の利益の主張に関しては、当該「環
境影響評価」に対する反駁という形態をとりながら主張を展開している。
◇ 原告らは本件事業により建設される高尾山トンネルに関して、特に、以下のように主張した。
すなわち、「高尾山トンネルは、高尾山の山体を貫くのであるから、高尾山の豊かな生態系や
歴史的景観を構成している基盤的要素を破壊するものである。すなわち、高尾山の景観を構成
する蛇滝や琵琶滝などが地下水脈破壊により減水ないし枯渇等の影響を受けるおそれが大きい
ことに加え、山体にトンネルを通すことは地層や地下水脈など高尾山の基盤的構成要素を改変
するものであり、山体を構成する地層、地下水脈は史跡や生態系への累積的影響にかんがみれ
ば、高尾山トンネルの建設による景観価値の破壊は回復し難い重大な損失となる。また、景観
は、生態系的な価値に加えて、高尾山の完全性といった山体自体の価値を含むものであるが、
山体を貫くトンネルは、この完全性を破壊するものである」というものである。
［判決要旨］
◇事業認定取消訴訟の原告らのうち、一部の者について原告適格が否定され、却下された。
◇ 原告らが主張している「本件各事業の施行により原告らに重大な損害が生ずるとする違法」に
ついては、土地収用法20条３号の要件適合性の判断の項目において、判断がなされている。
そして、その判断に際しては、本件事業によってもたらされる公益と、「本件各事業の施行によっ
て失われる利益」が比較考量されているが、その「失われる利益」の項目の、さらに、「本件
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圏央道事業等が高尾山等の景観に及ぼす影響について」という細目においては、以下のように
判示されている。すなわち、「本件環境影響評価１及び本件環境影響評価２においては、本件
圏央道事業等が高尾山を含む周辺地域の景観に及ぼす影響について、現地踏査等の方法により
調査がされているところ、その調査方法に特段不合理な点があるということはできない。また、
本件環境影響評価１及び本件環境影響評価２においては、事業の施行に当たって、構造物の設
置される箇所の自然的、歴史的、文化的条件を検討した上で構造物の設計を行うことや、植林
等により人工構造物の遮へい措置を講ずることなどの配慮を行うことを前提として、景観に及
ぼす影響は少ない旨評価されているところ、この評価が明らかに不合理であるとまでいうこと
はできない。その上で、本件圏央道事業等により設置される橋りょうやジャンクション、トン
ネルの坑口等の構造物により高尾山を含む周辺地域の景観に影響が生ずるおそれがあることは
否定できないものの、当該影響は、本件圏央道事業等のような山間部に環状道路等を設置する
事業において完全に防止することは困難な性質のものであることや、景観への影響は、これが
直ちに周辺住民の生活妨害や健康被害を生じさせるという性質のものとはいえないことも勘案
すれば、これのみをもって、本件圏央道事業等の施行によって得られる公共の利益が上記の影
響によって失われる利益に優越するとの判断につき、それが重要な事実の基礎を欠くか又はそ
の内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くと認めるに足りない」などとしたものである。
◇ 原告らの主張は一部却下され、また、却下されていないその余の部分の主張に関しても棄却さ
れた。
［コメント］
◇ 本件では、原告らがなした生態系の破壊や大気汚染公害などの総合的な事業取消しの主張のう
ち、「景観等」にかかわる部分のみを抜き出して掲載した。すなわち、本件においては、景観
利益は、原告らが事業取消を訴える根拠として主張したうちの一部分のみの検討となっており、
また、判決においても、景観利益に格別に焦点を当てた判断が下されたというものではない。
◇ 圏央道建設事業に関しては同種の訴訟が複数存在しており、その意味で話題性もあることから
本稿の検討事例とした。
８　京都地判平成22年10月５日（判時2103号98頁）
［事実概要］
◇ 京都市にある船岡山は、平安京造営の際に起点となったことや古来、歌に詠まれた場所であっ
たところ、地上５階地下１階高さ18.5ｍの６階建てマンションをＹ２会社が建設の注文をし、
Ｙ３が本件マンションを建設した。そして、Ａ更生会社の管財人Ｙ２が本件マンションを占有
し、かつ、所有していたところ、本件マンションに隣接し、または、近接して居住し、または、
土地建物を所有するＸらは、景観権ないし景観利益に基づく妨害排除請求として、Ｙ１に対し
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て本件マンションの一部撤去を求め、また、Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３に景観権などの侵害に対する不
法行為に基づく損害賠償を請求した。さらに、Ｘらは、これらの請求と合わせて、建設工事に
よる騒音・振動被害、本件マンションによる圧迫感、プライバシー侵害、日照侵害による損害
賠償請求もＹらに対して行った。
◇ Ｘら原告は、船岡山が有する景観状況について、以下のように主張した。「船岡山は、風水思
想の四神相応の考えに基づき、都を守る北の玄武として、南の朱雀、東の青龍、西の白虎とと
もに、四神の宿る聖地とされ、平安京は船岡山を起点に造営された。そして、船岡山の山頂に
は、古代信仰の対象になった磐座が鎮座し、応仁の乱の際には船岡山城、西陣が構築され、西
陣の名称の由来となったという歴史もある。また、船岡山は、聖徳太子の文献にもその名が出
ており、清少納言が枕草子で「岡は船岡」と詠むなど多くの和歌の題材ともなった。また、日
常的には、自由かつ手軽に緑と自然に触れ合うことができる貴重な憩いの場であり、四季の息
づく閑静な自然公園でもある。京都の伝統行事である大文字の送り火の際には、大文字、左大
文字、妙法、船形の４箇所の送り火を拝むことができる。そして、船岡山の北側には、世界文
化遺産に準じるほどの価値のある大徳寺があり、東端には建勲神社がある。以上のとおり、船
岡山は、歴史的・文化的価値を高く有し、付近の歴史的建造物と調和し、重要な景観価値を有
している。また、歴史的市街地内に存在する唯一の自然地形の山としての広範な緑地であり、
当該地域に居住する原告らに緑の持つ保健休養の効果を与えており、船岡山の自然景観には客
観的価値が認められる」というものである。
［判決要旨］
◇ 景観権ないし景観利益に基づく本件マンションの一部撤去および損害賠償が認められるかにつ
いて、本判決では、第一に、最高裁平成18年判決を当てはめて引用している。
◇ そして、具体的に、本件について、原告ら（Ｘら）が景観利益を有すると言えるかの判断にお
いて、次のように判示している。すなわち、「船岡山は平安京造営の際の起点となっていたこと、
古来から歌にも詠まれる場所であることなど、数多くの歴史を持つ場所として歴史的経緯を有
しており、第二種風致地区にも指定されているなど、行政上でもその環境を保護すべきものと
考えられてきたものといえる。・・・本件地域においては、・・・五階建ての建物は建設されて
いなかったこと、・・・本件マンションの建設にあたり、周辺住民から本件マンションのよう
な高い建物を建てるべきではないとの反対運動が起こされたことなども踏まえると、本件地域
では景観の保護に対する住民の意識も高かったものといえる。よって、本件地域の景観は、良
好な風景として、人々の歴史的又は文化的環境を形作り、豊かな生活環境を構成するものであっ
て、少なくともこの景観に近接する地域内の居住者は、上記景観の恵沢を日常的に享受してお
り、上記景観について景観利益を有するものというべきである」とした。
◇ 景観権の主張に対しては、「本件において、景観権というような明確な権利ということはできず、
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その性質を重視すべき理由も認められない」とした。
◇ 景観利益の侵害については、「本件マンションの建設が条例に違反することはあったものの、
その違反の程度は重大なものであるとまではいえず、本件地域や原告らの景観に対する影響は
少なかったものといえる。そして、本件マンションは、・・・他に公序良俗違反や権利の濫用
に該当するものであるなどの事情は認められず、その行為の態様や程度の、面において社会的
に容認された行為としての相当性を欠くものとまでは認められない。よって、原告らの景観利
益が違法に侵害されたものとはいえない」と判示した。
◇ 結論として、本件建設工事の騒音で精神的苦痛を負ったＸ１のＹ２およびＹ３に対する損害賠
償請求のみを認め、そのほかのＸらのその余の請求は棄却した。
［コメント］
◇ 本件は、近年においては珍しく、私人が私人を訴えるという民事訴訟において、景観権ないし
景観利益が主張されたものである。
◇ 原告は、京都市が新たに制定した条例などを根拠に、「景観権」が創設されうるものであると
いう、論拠に基づいた画期的な主張を展開した。
◇ 原告ら主張の「景観利益」については、これが原告らの有するものであるところが具体的に認
定されている点は、近時注目すべき判決であると言える。
◇ しかし、最高裁平成18年判決同様に、景観利益が認められながらも、その「侵害」について
は認められておらず、結果として、「景観利益」は保護されていないという構造となっている。
◇ やはり、平成18年判決の侵害の要件はハードルが高いものであるのか、考察する必要がある
ように思われる。
９　東京地判平成22年10月15日（裁判所ウェブサイト掲載判例）
［事実概要］
◇ 株式会社Ａおよび株式会社Ｂは、東京都内の敷地を取得し、本件敷地の一部に存在した老朽化
したマンションの建て替えとして、本件建築計画（建築物の高さ133.53ｍ）を東京都知事（Ｙ
１）に対して、建築基準法59条の２第１項に基づいて申請した。東京都知事（Ｙ１）はこれ
に対して、総合設計許可処分（本件許可処分）を行った。さらに、財団法人Ｙ２は、本件建築
確認処分を行った。これに対して、本件建築物の建築・築造予定地の近隣に事務所を構える宗
教法人および近隣に居住する住民が、本件許可処分は建築基準法59条の２第１項所定の要件
を満たさない違法なものであり、また、建築確認処分は、違法な建築許可処分を前提としてい
るから違法であるなどとして、本件許可処分の取消しと、確認処分の取消しを求めて提訴した。
◇ 本件では、原告適格が争点となっているが、原告らは、右建築基準法の規定の趣旨は、居住者
の生命又は身体の安全、日照・通風を阻害される住民の健康などを個々人の利益として保護す
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るものであることのほか、景観利益をも考慮さるべき法律上の利益であるとしていると解され
るなどと主張した。そして、その法律上の保護される利益としての景観利益の具体的な内容と
して、以下のような主張をした。すなわち、「原告Ｐ１（必ずしも法人格を前提としない。）は、
800年以上の歴史を有し、庶民信仰の中核として在り続けてきた上、戦火を免れた1677年築
造の本坊や回遊式庭園が存し、その景観には文化的な価値がある。原告Ｐ１においては、この
ような経緯や価値を踏まえ、近隣の住民と共に、その参拝経路における景観の維持及び境内の
周辺地域をも含めて景観阻害建築物の出現防止に心を砕いてきた。その結果、原告Ｐ１からの
景観は、広義の文化的景観として保護されるべき可能性があるものであって、「台東区思い出
の景観30選」の一つとされ、重要な景観拠点とされている上、原告Ｐ１の周辺地域は台東区
景観計画において景観形成特別地区とされる予定であって、上記景観が客観的価値を有してい
ることは行政においても承認されている」というものである。
［判決要旨］
◇ 原告適格の争点において、景観利益が法律上の利益に該当するという主張に対して、本判決で
は、以下のように判示した。「建築基準法59条の２第１項等の規定により、総合設計許可に係
る計画建築物の周辺住民の景観利益が個別的に保護されていると解することはできず、これら
の利益は一般的公益の中で保護されているにとどまるというべきである」とした。そして、本
件許可処分の取消訴訟に関する原告適格について、これを否定した。
◇結論として、宗教法人たる原告らの主張を却下し、その余の原告らの主張を棄却した。
［コメント］
◇ 本件は、行政事件訴訟であり、原告適格の争点における「法律上の利益の有無」に関して、「景
観利益」が主張された事例となっている。このため、本稿で引用している資料の判決文からは、
本件建築物の築造が、原告らの主張する景観利益をどのように、また、どの程度侵害するのか
という点に関して明確に描き出されていない。
10　東京地判平成23年２月16日（裁判所ウェブサイト掲載判例）
［事実概要］
◇ 東京都板橋区の土地上下に建設が予定された本件建物（鉄筋コンクリート造地上11階地下１
階建）の建築主Ｐ１は、板橋区長が東京都建築安全基準条例10条の２第１項但書に基づく認
定処分を受けた。本件土地地域内に居住する原告ら（Ｘら）は、本件認定処分は本件地域が有
する文化的価値および良好な景観・住環境を破壊するとともに住民を危険にさらすなど主張し、
違法なものであるとして、取消しを求めて提訴した（第一事件）。
◇ さらに、原告ら（Ｘら）は、本件建築物には、都市計画法、建築基準法などの法規に違反する
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違法があるとして、板橋区長において、建築基準法９条１項に基づきＰ１に対して本件建築物
の除去または移転の命令をすべき旨を求めて提訴（義務付けの訴え）をした（第二事件）
◇ 第一事件で争点となった原告適格について、景観利益に関して、原告らは以下のように主張し
た。すなわち、「以下の〈１〉ないし〈４〉のとおり、本件地域は歴史的、文化的、社会的価
値を有するとともに、本件地域住民の「共存共助の精神」によりその良好な環境や景観が現在
まで守られてきており、それが客観的価値として承認され、保護されるに至っている。〈１〉
本件地域は、Ｐ12株式会社が昭和11年頃から、内務省（当時）等の指導の下、欧米の田園都
市思想を背景として住宅開発・都市計画が行われたものであり、北口駅前ロータリーを中心と
し、小公園や通過交通の進入を防止する構造（クル・ド・サック）や歩行者専用道路（フット
パス）等が随所に設けられ、Ｐ12株式会社が昭和13年４月に作成した「Ｐ16内規」においては、
建坪（建蔽率）を原則として30％以内とし、建物の構造設備等を定めるなどした上、100坪
程度の敷地に平屋の住宅を建設して分譲された。〈２〉昭和13年４月には、本件地域の住人ら
によって、「共存共助の精神を以て会員の親睦と郷内の円満なる発達とを計るを以て目的」と
する「Ｐ17会」が結成されており、現在の「共存共助の精神」の基礎が築かれている。そして、
現在においても、住民らは北口駅前ロータリー等に木や花を植栽している。〈３〉平成５年には、
地域住民が自主的に組織する「Ｐ18委員会」において、まちづくりと景観の維持について活
発に論議され、平成９年７月に「Ｐ19憲章」が取りまとめられた。〈４〉平成16年３月、本件
地域は、「東京のしゃれた街並みづくり推進条例」（以下「東京しゃれた街並み推進条例」とい
う。）に基づく歴史的・文化的な特色を継承する「街並み景観重点地区」に指定され、平成19
年11月、都知事の承認を経て、「Ｐ20ガイドライン」が告示され、これにより、本件地域にお
いて、既存建築物の解体又は建築物の新築等をする場合には「Ｐ21協議会」との協議を要す
ることとされた」とした。
◇ 第二事件の争点の一つである原告適格の「法律上の利益」に関しても、本件建築が景観利益を
侵害するものであり、損害を避ける他の方法がないことなどを主張した。
［判決要旨］
◇ 第一事件における原告らの景観利益の主張に対しては、以下のように認定した。すなわち、「本
件地域における歴史性、社会性等の価値と共に、当該地域における景観の価値は相当程度客観
的に評価されており、本件地域の景観は、人々の歴史的又は文化的環境を形作り、豊かな生活
環境を構成するものとして一定の客観的価値を有していたことは否定することはできない」と
した。
◇ しかしながら、「本件認定処分の根拠規定である安全条例10条の２第１項ただし書は、・・・
景観利益を一般的公衆を超えて個別具体的に保護することをその趣旨・目的としているとみる
ことはできない」として、この部分における原告主張の原告適格の要件を満たさないものと判
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示した。
◇ 第二事件に関しても、問題となっている行政法規の趣旨を詳細に勘案した上、「本件において、
板橋区長が本件建築物につき除去命令等を発令すべきことが根拠法令の規定から明らかである
としても、除去命令を発しないことが裁量権の範囲を逸脱し若しくはこれを濫用したものであ
るということはできないから、その義務付けを求める第２事件原告らの請求には理由がない」
とした。
◇結論として、原告らの請求を一部却下、一部棄却とした。
Ⅳ　総合的検討
　本稿では、平成21年から平成23年に及ぶ裁判例を採りあげたわけであるが、明確な特徴がみ
られるので、その点から触れておきたい。
　特徴の一つ目は、最高裁平成18年判決はすべての裁判例において引用ないし当てはめがなさ
れているものの、「景観を保護する」という意味において、これを主張した原告が勝訴した事例
が極めて少ないということである。特徴の二つ目は、行政事件訴訟がほとんどであるということ
である。
　まず、一つ目の特徴から検討したい。本稿で採りあげた裁判例のうち、「景観を保護する」と
いう意味においてそれを主張した原告が勝訴した事例は３判決の「鞆の浦訴訟」のみである。８
判決においても原告について保護に値する「景観利益」が存在することは認定されているが、「侵
害」要件を満たすことができないと判断されている。紛争においては様々な主張がなされ、また、
景観の利益といっても多種多様であることは理解できるし、そのような認識は重要である。しか
し、最高裁平成18年判決以降の裁判例を見る限り、裁判によって景観を保護するということが
如何に困難なことであるかが把握される。
　二つ目の特徴については、十分に留意する必要があると思われる。景観を保護する裁判上の手
段として、景観を破壊する当事者そのものを相手にして訴訟を起こすというのではなく、その自
治体に矛先が向けられているという状況が読み取れる。すなわち、Ａについての景観利益を侵害
する可能性のある建築主Ｂを訴えるというのではなく、Ｂに建築許可などの行政処分をおこなっ
た自治体Ｃが、Ａの行政事件訴訟の被告となるというパターンである。このパターンは本稿にお
いて採りあげた裁判例のうち、２判決、５判決、６判決（５判決の控訴審）、７判決、９判決、
10判決が該当する。非常に多くの景観利益主張者は自治体を相手取った行政訴訟を提起してい
る。これは、どのような理由によるものであるのかさらなる検討が必要となるであろう。訴訟技
術の問題として、行政事件訴訟による方が勝訴に近いのか、ということも視野に入れた検討がな
されなくてはならない。さらに、このことと関連するが、最高裁平成18年判決の引用・当ては
めは、行政事件訴訟における原告適格の争点における「法律上の利益」要件の中で行われている
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ということである。ここにおいては、最高裁判決は一定の意義を失ってはいないことが確認され
る。
　本稿で扱った民事訴訟は８判決の１件のみであった。この判決では、近時、景観保護に関する
条例の制定が各自治体で活発である時流を受けて原告は果敢にも「景観権」の成立を主張してい
る。このような時代の流れを根拠にした「景観権」成立の主張がなされたことは、景観判例に一
つの期を画するものと評価してもよいように思われる。
　本稿では、近年の景観判例の状況を10件の裁判例の検討を通じて概観した。さらにこの後の
裁判例においても別稿において検討する予定である。
（たにぐち　さとし・高崎経済大学経済学部教授）
